







































































Iつは教育委員会であり 他の lつは校長である。前者の場合は 「学校の管理設置者管理主
義の文脈において使用されるもので，法制度的枠組の中において法定された義務を履行し，事務を
行うことである。その意味からすると， !教育行政jゃ「教育経営Jとして語られるものの内の，
非裁量的，規制的色彩を持つものである。後者の場合， r学校経営」に必然、的に要請される内在的
な機能として理解しうるものである。それゆえ，既に述べた如く，経営の下位概念、として位置づけー
られたO
さて，学校は「学校教育法J第 5条により学校の設置者(=教委)が管理し，経費を負担するこ
とが規定されている。また地教行法」第23条の規定によって，教委は，①設置，管理及び廃止
に関すること，②教育財産の管理に関すること，①人事に関すること，④児童生徒の就学，入学，
転学及び退学に関すること，⑤学校の組織編命IJ，教育課程，学習指導，生徒指導及び職業指導に1*
すること，⑤教科書その他の教材の取扱に1~1すーること，⑦施設・設備の整備に関すること，③研修
に関すること，等の事務を管理し，及び、執行することが定められている。さらには， !地方自治法」
第 2条にも同様に，学校の設置，管理，又はこれらを使用する権利を規制するなどの事務を地方公
共団体が行うことが定められている。
こうした法律上の規定からも明らかなように，学校はまずその存立基盤を法制度上の枠組の中で
認定しうるものである。教委の学校管理の内実として，学校の設置・管理等に関する事務が制定さ
れているということは，いわば学校の"誕生"ないし"生産"が第一義的に行政によってなされて
いることを意味している。それゆえ， 1"学校経営jを単位学校の経営として考察するにしても，教
委の学校管理権との協働関係の中のものとして検討を加えていかなければならないことを意味して
いる O もちろん，教育という事柄の性質上，行政側の機能は，本来的に教育の条件整備に重点がお
かれ，いかなる意味においても，教育関係の円滑な推進の妨害や水準の低下を招来することがあっ
てはならない。
このようにして，学校の存立構造は，存立それ自体の行政的規定と同様に，既に法律上検討して
きた如く，施設・設備，人事，教育内容・方法等における一定の学校基準の法定化によって特徴づ
けられる。さらに学校は，設置者管理および基準の法定1)0ということのほか，学校教育自体の公共
性ないし社会性という，より本質的な規定性を有している。
すなわち， しばしば教育基本法第 6条にいう学校のもつ「公の性質」の解釈論として紹介される
如く，学校の公共性とは，既述した設置主体の公共性と同時に，いやそれ以上に本質的な内容とし
て，学校教育という組織の中心的目的それ自身に内在する公共性を意味していることが指摘されて
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いる。それゆえ，我々はこうした了学校というもの iの有する存立構造全体の機制において，学校
論の探究および学校経営の課題を追求していかなければならなし、。とりわけ，新しいタイプの学校
の経営，生涯教育論との関係 諸外国との比較研究なとにおいては， これらの視座から考察するこ
とが自明の前提として承認されなければならないものと思う。学校論および学校経営研究における
教育行政的研究は，まず第 1にここに存すると言わなければならない。
(1) 学校経営と教育行政の同質性・異質性
ここては，学校経営および教育行政として捕捉される事象に関する比較を展開することによって，
学校経営研究の内容を大枠として把握する一助にしようと思う。
同質的性絡としてはまず第 lに，両者はどちらもパブリック・サーヴィスとしての性格を有して
いることをあげねばならない。その恨拠については既に触れてきたところであるが，近年ではこの
性格から派生することとして，いわゆるパブリック@アカウンタピィリティーの考え方が導入され，
組織への評価という面で特に厳しい責任が間われてきている。
第 2には，組織における平等主義，機会均等，画一性等の価値原則の尊重があげられよう。公共
組織なれば当然ながらも 住民や国民に対し，法的規定の場合を除いては，サーヴィスの格差，不
平等があってはならない。学校において個人差に対応した活動がなかなか実現しにくく，個性尊重
がかけ声だけに終始しがちなのは，基本的にこうした理由から派生するところの，いわば宿命的な
限界とも考えられるのである。
第 3には，組織論的観点からその組織特性を問題とする場合には，様々な商で両者は研究上の共
通な論点を発見しやすい点があげられる。例えば，官僚制の問題， リーダーシップ，組織の協{動性，
イノベーションへの対応，意思決定過程，等々である。
第 4には，組織のもつ目標原理としての合理化，民主化，計画化等の価値の徹底志向があげられ
る。
さて反面で，学校経営と教育行政には，特徴的な異質性も発見できる。その第 1は，前者が学校
の内部1]にあって，教育活動そのものと直結しているのに対し，後者は学校の外側にあって，教育条
件撃備活動を中心課題としていることである。
第 2には，上記のことと関連して，学校経営においては創意機能と管理機能の両面を活用しなが
ら，その組織目的からして当然にも，創意@工夫や独自性を発揮し，臨機応変で適切な経営が第一
義的に要求されるのである。それに対して行政は，まず第一に格差のない 統一的な行政活動が期
待され，それらが十全に保障された後に，地域特性や事業の特徴などに対応した行政が求められる。
この独自性ないし主体性と自JI-性は，両者の自的の相違に由来するものであって，優先的に尊重さ
れるべき価値として存在するものである。
そして第 3~こは，両者の組織成員の違いからくる点があげられる。すなわち，学校という専門職
組織においては，意思決定過程などにおいて，成員の専門職性が重要な意味を帯びてきて，特有な
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意思決定構造を有するのに対し，行政組織においては，専ら技術的合理性が追求されることとなる。
このように，学校経営と教育行政の同質性や異質性を考察することによって，両者の学校に対す
る関連構造が明確にされるばかりでなく 学校をめぐる諸問題の考察が 比較的整理された形で展
開できるものと思う。
3.教育行政研究から学校経営研究を展望する
最後に，まとめにかえて学校経営研究に対する今後の方向性について展望を述べておきたい。ま
ず第 1に，学校経営研究は経営研究の意義や課題，思想性，展望，研究上の戦略について，もっと
明確な態度を表明すべきである。本来の組織目的である子どもの成長発達に貢献しない，単なる組
織のための組織づくりにしかならないような経営の研究ならば，まさに百害あって一利なし，であ
る。近年，数多くの成果を生み出している調査研究も，実態や問題点を解明した後に，その成果を
どう利用するかの展望を示しえないならば あまり意味のないものに終ってしまうであろう。そし
て向持に，経営研究は他のアプローチの意義を吸み取り，白からの全体に対する限界を明確に意識
すべきである。
第 2には，経営研究がもっと社会的にその有効性を認知され，自からも充実した内容を持ちうる
よう努力する必要がある。そしてこの点こそが，現代の学校問題を解決するカギとなるものと思う。
すなわち，学校経営研究が，個別学校の意思形成に寄与し，学校としての主体性の確立に貢献する
ことこそ，今日の学校の病理現象を解決する重要なポイントになっているのである。
第 3には，学校というある明確な社会的存在目的を持った組織体の経営研究は， i教育の論理j
という視箆から「組織の論理Jを考究するというベクトルを持つてなされなければならないと思う。
その意味からしても，例えば教育基本法第10条にいう行政=条件整備の内実については，学校にお
ける中核的な教育関係をそこなうことなく構想されるべきである。経営や組織があって，教育や子
どもの見えない研究ばかりが充満しているような研究土壌であってはならないと思う。
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